
ＪＲグループの抜本的な組織再編について（説明）

２０１７．８．１

安全問題研究会

１．別紙「当面のＪＲグループ組織体制改革案」は、深刻な経営危機に陥っているＪＲ北

海道の救済を第１の目的としながらも、ＪＲグループによる鉄道事業が今後も持続可能

になるような抜本的な改革を目指して、当研究会がまとめた私案である。

２．本案では、ＪＲグループ旅客各社（一部の区間はＪＲ貨物）が保有している線路及び

地上施設を政府が買収し、新たに設立する日本鉄道保有公団（仮称）の所有に移すもの

である。現在は上下一体で運営されているＪＲグループの体制を抜本的に改めて上下を

分離するとともに、「下」（線路及び地上施設の保有及び維持管理）を国有化する。

３．日本鉄道保有公団は、政府が全額を出資する特殊法人とし、職員の身分はみなし公務

員とする。日本鉄道保有公団を所管する省庁として、内閣府に鉄道庁（仮称）を設置、

担当大臣を置く（金融庁、消費者庁、復興庁に準じて内閣府特命担当大臣を想定）。

４．日本鉄道保有公団は、ＪＲ７社に線路を使用させ、列車本数・走行距離に応じて線路

使用料を徴収。保線・地上設備の維持及び災害復旧費に充てる。線路使用料は、鉄道事

業が持続可能な水準に設定する。

５．この再編によって、ＪＲ７社から徴収、プールした線路使用料を原資としたＪＲ７社

の保線・地上設備の維持、災害復旧及び全国一律の鉄道サービス（ユニバーサルサービ

ス）の中長期的な維持が可能となる。これらに充てる費用が不足する場合は国が日本鉄

道保有公団に対して財政支援を行う。

＜参考＞

日本鉄道保有公団設立による上下分離案は、国鉄再建の議論が本格化する前の１９８２

（昭和５７）年に運輸省（現国土交通省）内で策定され、小坂徳三郎運輸相が鈴木善幸首

相（いずれも当時）に上申したもの。「国鉄再建方策」と題されていたが、内閣の正式な

政策としては採用されなかった（別添新聞記事参照）。当時としては画期的で、先見の明

があったといえる。当研究会の上記の再建策は、「国鉄再建方策」をモデルにしている。






